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平成 22年度の政府統計共同利用システムの各府省利用料金について 

 

 

平成２１年 月 日 

統計調査等業務最適化推進協議会決定案 

 

 

 統計調査等業務の業務・システム最適化計画（2006年（平成 18年）3月 31日各府

省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に基づく 2010 年度（平成 22 年度）の統

計調査等業務に係る各府省共同利用型システム（以下「政府統計共同利用システム」

という。）の運営に関し、各府省が負担する利用料金は、下記に基づき算出する。 

 

 

記 

 

 

１．政府統計共同利用システムの運営に要する費用のうち、次に掲げる政府統計共同

利用システムの運用・保守等に要する経費を各府省その他の利用機関が負担する利

用料金の対象とする。 

① 政府統計共同利用システムの機器等借料 

② 政府統計共同利用システムの運用・保守に係るＳＥ等経費 

③ 政府統計共同利用システムの操作研修費 

④ 政府統計共同利用システムの運用において用いる情報取得費 

⑤ 政府統計共同利用システムの運用・保守に係る施設使用に係る費用 

⑥ 政府統計共同利用システムのインターネット接続料及び回線使用料 

⑦ 政府統計共同利用システムの機能改善等の開発経費 

⑧ 政府統計共同利用システムの運用・保守に係る消耗品費・備品費 

⑨ その他政府統計共同利用システムの運用・保守に係る雑役務費 

 

２．各府省が分担する政府統計共同利用システムの利用料金については、短期的なシ

ステム利用の観点からの費用分担とし、統計調査等業務の特性を踏まえ、及び統計

調査等業務の最適化を推進する観点に立脚しつつ、各種の客観性を有する指標を組

み合わせて設定することを基本的な考え方とする。 

 

３．政府統計共同利用システムの各府省の利用料金（年額）は、(1)①及び②並びに

(2)の各指標に基づく算定基礎数の合計について次表に掲げる区分に該当する料金

基礎額並びに(3)の料金基礎額を合算した額とする。 
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区分 算定基礎数 

第Ⅰ区分 算定基礎数 100未満 

第Ⅱ区分 算定基礎数 100以上 300未満 

第Ⅲ区分 算定基礎数 300以上 600未満 

第Ⅳ区分 算定基礎数 600以上 1,000未満 

第Ⅴ区分 算定基礎数 1,000以上 

 

(1) 利用職員指標 

① 霞が関ＷＡＮ利用職員数 

 霞が関ＷＡＮの基本サービスに係る利用料金算定対象職員数及び料金区分

に準ずる。 

区分 職員規模 算定基礎数 

Ａクラス 職員規模 100人未満 32 

Ｂクラス 職員規模 100人以上 1,000人未満 64 

Ｃクラス 職員規模 1,000人以上 2,500人未満 128 

Ｄクラス 職員規模 2,500人以上 4,000人未満 192 

Ｅクラス 職員規模 4,000人以上 256 

注）霞が関ＷＡＮ利用機関が同一省内で複数存在しているときは、これらの霞が関ＷＡＮ

利用料金の算定対象職員数を合算の上適用する。 

 

② 統計関係職員数 

 統計基準年報で公表される国の統計関係職員数（地方支分部局を除く。）に

よる。 

区分 職員規模 算定基礎数 

Ａクラス 職員規模 0人 0 

Ｂクラス 職員規模 150人未満 101 

Ｃクラス 職員規模 150人以上 300人未満 304 

Ｄクラス 職員規模 300人以上 450人未満 507 

Ｅクラス 職員規模 450人以上 777 

 

(2) 利用事業指標 

 各府省が所管する統計調査に係る客体数を勘案した計数の合計による。 

区分 統計調査数規模 算定基礎数 

Ａクラス 統計調査数規模 0 0 

Ｂクラス 統計調査数規模 150未満 111 

Ｃクラス 統計調査数規模 150以上 300未満 333 

Ｄクラス 統計調査数規模 300以上 450未満 556 

Ｅクラス 統計調査数規模 450以上 963 
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注１）届出統計調査、廃止した統計調査及び今後実施の予定がない統計調査並びに産業連

関表の作成のみを目的とした統計調査を除く。 

注２）各統計調査における客体数を勘案した計数は、１回の調査客体数に年間調査回数を

乗じ、又は１回の調査客体数を当該周期（年単位）で除して求める年間ベースに換算し

た換算客体数に応じて次表に掲げる計数を用いる。 

区分 統計調査規模 計数 

小規模 換算客体数 5,000未満の統計調査 1 

中規模 換算客体数 5,000以上 50,000未満の統計調査 10 

大規模 換算客体数 50,000以上の統計調査 40 

 

(3) その他 

 総務省は、上記のほか、１に掲げる費用の 33％に相当する額を料金基礎額とす

る。 
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算定基礎数について 

 

１．階級値及び算定基礎総数相当の設定 

 各指標区分の階級値及び算定基礎総数相当を次のとおり設定する。 

(1) 利用職員指標 

① 霞が関ＷＡＮ利用職員数 

 各区分に該当する霞が関ＷＡＮの基本サービスに係る料金の比率に基づき、

各区分の階級値を次のように設定する。 

区分 職員規模 階級値 
算定基礎

総数相当 

Ａクラス 職員規模 100人未満 50 

2,500 

Ｂクラス 職員規模 100人以上 1,000人未満 100 

Ｃクラス 職員規模 1,000人以上 2,500人未満 200 

Ｄクラス 職員規模 2,500人以上 4,000人未満 300 

Ｅクラス 職員規模 4,000人以上 400 

 

② 統計関係職員数 

 各区分の中位数により各区分の階級値を次のように設定する。 

区分 職員規模 階級値 
算定基礎

総数相当 

Ａクラス 職員規模 0人 0 

2,500 

Ｂクラス 職員規模 150人未満 75 

Ｃクラス 職員規模 150人以上 300人未満 225 

Ｄクラス 職員規模 300人以上 450人未満 375 

Ｅクラス 職員規模 450人以上 575 

 

(2) 利用事業指標 

 各区分の中位数により各区分の階級値を次のように設定する。 

区分 統計調査数規模 階級値 
算定基礎

総数相当 

Ａクラス 統計調査数規模 0 0 

5,000 

Ｂクラス 統計調査数規模 150未満 75 

Ｃクラス 統計調査数規模 150以上 300未満 225 

Ｄクラス 統計調査数規模 300以上 450未満 375 

Ｅクラス 統計調査数規模 450以上 650 

 

２．算定基礎数 

 １に基づく各府省の階級値を指標別に合計し、各指標の算定基礎総数相当を当該

階級値合計で除して係数を求め、これに各階級値を乗じて正規化し、各区分の算定

基礎数とする。 

（参考） 



政府統計共同利用システムに係る各府省利用料金の構造

２ 利用事業指標に基づく割当

３ 総務省割当

１／３

１／３

１／３

全
府
省
割
当

②統計関係職員数

①霞が関ＷＡＮ利用職員数

１ 利用職員指標に基づく割当

1/2

1/2

参考１
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政府統計共同利用システムの各府省利用料金に係る予算概算要求について 

 

平 成 ２ ０ 年 ７ 月 １ １ 日  

統計調査等業務最適化推進協議会決定 

 

 

 政府統計共同利用システムの各府省利用料金に係る予算概算要求については、次期

運用機器更新年度までの間、予算枠の貸借により総務省において一括して行う。 

 

 

参考３ 

 


